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資料№1

月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考 月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考

５月１９日（金） 14:30 第１回公益委員会議 審議会の運営等 ５月１７日（金） 10:00 第１回公益委員会議 審議会の運営等

― ― ― ― ５月下旬
運営小委員会
（必要であれば）

議事の公開等

６月７日（水） 10:00 第1回本審 審議会の運営等 ６月７日（金） 10:00 第1回本審 審議会の運営等

６月１６日（金） １日 実地視察 岩泉町、製造業 ６月中旬 １日 実地視察 地域未定、業種未定

６月３０日（金）
中央最賃審

（目安小委員会）
目安諮問 ６月下旬

中央最賃審
（目安小委員会）

目安諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月４日（火） 13:30 第２回本審 県最賃諮問 ７月５日（金） 13:30 第２回本審 県最賃諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月２８日（金） 中央最賃審 目安答申 ７月下旬 中央最賃審 目安答申

８月１日（火） 13:30 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

８月２日（金） 10:00 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

８月２日（水） 13:30 ①県最賃専門部会
部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方
８月７日（水） 13:30 ①県最賃専門部会

部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方

８月３日（木） 13:30 ②県最賃専門部会 金額審議 ８月８日（木） 10:00 ②県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月４日（金） 16:00 ③県最賃専門部会 金額審議 ８月２６日（月） 13:30 ③県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月７日（月） 13:30 ④県最賃専門部会
金額審議
結　審

８月２７日（火） 10:00 ④県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議
結　審

８月８日（火） 10:00 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

８月２８日（水） 10:00 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

８月２１日（月） 10:00 特別小委員会 特定最賃必要性審議 ９月４日（水） 13:30 特別小委員会 特定最賃必要性審議等

９月１１日（水） 10:00
特別小委員会
（予備日）

特定最賃必要性審議等

８月２４日（木） 10:00 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

９月１７日（火） 10:00 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

９月２８日（木） 10:00 ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

１０月１６日（水） 10:00 ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

１０月１３日（金） 10:00 ②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１８日（水） 9:00 ③鉄鋼　
金額審議
結　審

③鉄鋼
金額審議
結　審

１０月１２日（木） 13:30 ②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１７日（火） 9:00 ③光学
金額審議
結　審

③光学
金額審議
結　審

１０月１３日（金） 13:30 ②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１９日（木） 9:00 ③電気
金額審議
結　審

③電気
金額審議
結　審

１０月１１日（水） 10:00 ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②百貨店
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月２７日（金） 13:30 ③自動車
金額審議
結　審

③百貨店
金額審議
結　審

― ― ― ― ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

― ― ― ― ③自動車
金額審議
結　審

１０月３１日(火) 13:30 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申 （１１月　　日（　)） （10:00） 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申

開催せず
１１月１６日(木)

13:30 (第７回本審) 特定最賃異議諮問、審議、採決、答申（１１月　　日(　)） （10:00） 第７回本審 県最賃異議諮問、審議、採決、答申

１月２５日（木） 15:30～ 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

（１月２４日（金）） （15:30） 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

― ― ― ― ― ― ― ―

３月２２日（金） 9:00 第７回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

（３月２１日（金）） （10:00） 第８回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

令和５年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画 令和６年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画

令和６年度岩手地方最低賃金審議会開催計画　（修正案）
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令和５年岩手県最低賃金改正決定（答申）政府要望に対する取組 

 

政府への要望事項 

中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図るとともに、官公需に

おける対応や価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保につなげる取組を継

続的に実施するよう政府に対し、以下要望する。 

 

１ 生産性向上の支援について、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受

給し、賃上げを実現できるように、生産性向上等への支援を一層強化するこ

と。 

（厚生労働省） 

・厚生労働省と中小企業庁の最新の支援施策をピックアップしたリーフレッ

トを作成し、都道府県労働局から各団体等への周知 

（岩手労働局） 

・岩手県と岩手労働局の最新の支援策を一覧にした「岩手県・岩手労働局にお

ける事業主に対する支援策について」を作成し、各団体等への周知 

（他省庁） 

 ・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業～よろず支援拠点の周知

（経済産業省、中小企業庁） 

 

 

２ 業務改善助成金について、最低賃金が相対的に低い地域における重点的な

支援の拡充、さらに、中小企業・小規模事業者において業務改善助成金の活

用を推進するため、周知徹底すること。 

≪業務改善助成金≫ 

 （令和５年８月） 

・対象事業場の拡大（事業場内最賃と地域別最賃の差額３０円→５０円） 

・賃金引上げ後の申請が可能（事業場規模５０人未満の事業場） 

・助成率区分を見直し（県最低賃金が相対的に低い地域の助成率の引上げ） 

（令和５年１２月） 

・受付期間の延長 

（岩手労働局） 

・業務改善助成金の拡充について、各団体等に独自に作成したリーフレット

による周知広報の依頼（令和５年９月） 

・原材料高騰、エネルギー費上昇などの経済的環境の変化等外的要因により

特に業況が厳しいと思われる業種の事業主（卸・小売業、宿泊・飲食サービス
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業、医療・福祉、製造業 約 1600）に直接送付（令和５年９月） 

・令和５年最低賃金に関する基礎調査の結果において、未満率の高い地域、業

種の事業主（県北、小規模（1～9 人）の卸売・小売業 約 1000）に対して、

業務改善助成金の受付期間延長のお知らせ通知文を直接送付（令和６年１月） 

 

 

３ 中小企業・小規模事業者の賃上げ実現に向けて、賃上げ税制や補助金等に

おける賃上げ企業の優遇、ものづくり補助金、事業再構築補助金等を通じた

生産性向上等への支援の一層の強化に取り組むこと。 

 （令和５年１２月） 

・中小企業等事業再構築促進事業の最低賃金枠の要件見直し（経済産業省） 

・ものづくり・商業・サービス補助金の省力化枠の上限額及び補助率の見直し

（中小企業庁） 

 ・賃上げ促進税制の強化（経済産業省）（令和 6年度税制改正）   など 

 

 

４ 価格転嫁対策については、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁

円滑化施策パッケージ」（令和３年１２月）等に基づき、中小企業・小規模事

業者が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコス

トの上昇分の適切な転嫁に向けた取組を強化すること。 

（内閣官房、公正取引委員会） 

 ≪「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の公表について≫

（令和 5年 11 月 29 日） 

  発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を行動指針として取り

まとめ 

（厚生労働省） 

〈労働基準監督機関〉 

・１月から３月までの「集中取組期間」に監督指導を実施 

・賃金引上げや転嫁対策関連の施策の紹介 

・公正取引委員会、中小企業庁及び国土交通省への通報制度 

（以下については関係省庁の取組） 

 ・価格転嫁円滑化に関する緊急実態調査の実施（公正取引委員会） 

・価格交渉・価格転嫁の実施状況の公表（公正取引委員会・経済産業省） 

・令和５年度「下請取引適正化推進月間」の実施（公正取引委員会） 

・現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施（国土交通省）  等 
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５ 賃金引上げに起因する就業調整の原因となる税控除や社会保険料制度の見

直しを検討すること。 

（厚生労働省） 

≪年収の壁・支援強化パッケージ≫（令和 5年 9月 27 日） 

・キャリアアップ助成金による事業主支援 

・社会保険適用促進手当の標準報酬適用除外 

・配偶者手当見直しの促進 

 

 






